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（仮称）西東京市個人情報保護法施行条例等について 

 

１ 制定の趣旨 

西東京市の個人情報保護制度は、従来、西東京市個人情報保護条例（平成13年

西東京市条例第13号）、西東京市特定個人情報保護条例（平成27年西東京市条例

第43号）等により運用しておりましたが、個人情報の保護に関する法律（平成15

年法律第57号。以下「個人情報保護法」といいます。）の一部改正の施行により、

令和５年４月１日から個人情報保護制度の全国的な統一が図られることとなりま

した。 

地方公共団体においては、事務執行を行う上で、個人情報保護法の目的及び規

範に反しない範囲で個人情報保護法を補完する条例を制定することが可能である

と、国（個人情報保護委員会）から示されました。このことから、西東京市にお

いても条例を制定することとし、条例に定めることとされている事項や法の特例

として現行の水準を維持できるものについて規定することとします。  

  なお、この資料では、新しく制定する予定の「（仮称）西東京市個人情報保護法

施行条例」及び「（仮称）西東京市個人情報保護・情報公開審査会条例」の主な

規定内容を記載しております。 

 

 

２ （仮称）西東京市個人情報保護法施行条例の主な規定内容 

  （仮称）西東京市個人情報保護法施行条例で規定する主な内容は、次のとおりで

す。条例に定めることとされている事項や法の特例を定めることができる事項に

ついて、現行の水準を維持するように規定します。 

(1) 条例において使用する用語 

  ア 市の機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会及び

固定資産評価審査委員会 

※個人情報保護法では、「議会」が除かれているため、この条例に

おいても、市の機関から「議会」を除いています。 

イ アのほか、個人情報保護法及び個人情報の保護に関する法律施行令（平成

15年政令第507号）の用語と同じものを使用します。 

 

 (2) 個人情報取扱事務登録簿 

本人の数（市が事業で利用するために保有している個人情報の個人の数）が

1,000人未満の個人情報を取り扱う事務を実施する場合には、個人情報の保有の

状況に関する事項を記載した個人情報取扱事務登録簿を備え付けることとし、

個人情報を取り扱う事務の名称、組織名称、利用目的、対象者等を記載します。 

※1,000人以上の個人情報を取り扱う事務を実施する場合には、「個人情報ファ

イル簿」を作成する必要があると、個人情報保護法に規定されています。 
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この条例には、個人情報取扱事務登録簿のみを規定します。 

 

 (3) 開示決定、訂正決定及び利用停止決定の期限 

個人情報の開示請求に係る「開示決定」、開示決定後に訂正請求をした場合の

「訂正決定」及び個人情報の利用停止請求をした場合の「利用停止決定」は、法

律上、30日（延長する場合は、60日）で行うこととなっています。 

現行の西東京市個人情報保護条例上の開示決定等が14日（延長する場合は、

30日）であるため、現行どおりの日数で開示決定等できるように規定します。 

ただし、他の自治体等から事案の移送がされ、西東京市において開示決定等を

する場合は、法定どおりの日数（30日（延長する場合は、60日））とします。 

  【※事案の移送】 

開示請求に係る保有個人情報が他の自治体等から提供されたものである場合

等に、個人情報の提供元の自治体等にその開示請求事案を移送できる制度です。

開示決定等は、個人情報の提供元の自治体等が実施します。 

 

 (4) 開示請求に係る費用 

   開示請求の際に、条例で定めることとされている手数料は無料とし、市が保有

する文書の写しの作成費用（コピー代）や郵送代は、現行どおり、実費として

徴収します。 

 

 (5) 個人情報保護審議会の設置 

   個人情報保護制度の適正な運営を図るため、現行どおり、個人情報保護審議会

（以下「審議会」といいます。）を置きます。今後、審議会には、（仮称）西東

京市個人情報保護法施行条例を改正するとき等に、専門的な知見に基づく意見を

聴くこととします。 

   現行の西東京市個人情報保護条例と同様、審議会の委員の人数は８人以内とし、

学識経験を有する者等から任命します。 

 

 (6) 現行条例の廃止 

   個人情報保護法による個人情報保護制度の全国的な統一が図られるため、現在、

市の個人情報保護制度を運用している西東京市個人情報保護条例と西東京市特

定個人情報保護条例を廃止する旨を規定します。 

 

 (7) その他 

   (1)から(6)までの内容のほか、現行の水準を維持するために個人情報保護制度

の運用状況の公表等についても規定する予定です。 
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３ （仮称）西東京市個人情報保護・情報公開審査会条例の主な規定内容  

（仮称）西東京市個人情報保護・情報公開審査会条例で規定する主な内容は、

次のとおりです。 

 (1) 審査会の設置 

個人情報保護法と西東京市情報公開条例（平成13年西東京市条例第12号）に

基づく開示決定等に不服があり、審査請求があったときは、市の機関からの諮

問に応じ、当該審査請求について調査審議する西東京市個人情報保護・情報公

開審査会（以下「審査会」といいます。）を引き続き設置します。 

 

 (2) 審査会の委員の人数・任命要件 

   現行の西東京市個人情報保護条例と同様、委員の人数は５人以内とし、学識経

験を有する者を任命します。 

 

 (3) 審査会の調査権限等 

   現行の西東京市個人情報保護条例と同様、審査会の調査権限（市の機関、審査

請求人等に資料の提出を求める等）、意見の陳述、提出資料の閲覧等について

規定します。 

 

 

４ 今後のスケジュール 

  令和４年11月頃  令和４年第４回西東京市議会定例会に上程（予定） 

  令和５年４月１日 個人情報保護法の一部改正の施行 

           （仮称）西東京市個人情報保護法施行条例の施行（予定） 

           （仮称）西東京市個人情報保護・情報公開審査会条例の施行

（予定） 


